スポーツによる地域と大学との連携 by 増山 尚美
スポーツによる地域と大学との連携
著者 増山 尚美
雑誌名 北翔大学生涯学習システム学部研究紀要
巻 10
ページ 11-16
発行年 2010
URL http://id.nii.ac.jp/1136/00000503/
スポーツによる地域と大学との連携
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増 山 尚 美
Naomi MASHIYAMA
１．連携の経緯
 江別市地域スポーツクラブ（通称きらり）について
２０００年９月に策定されたスポーツ振興基本計画では，２０１０年までに全国の市区町村にひとつ
総合型地域スポーツクラブを設立することが目標に掲げられた。江別市ではこれを受け，モデ
ル事業として江別市上江別地区において２００４年１月１８日に「地域スポーツクラブきらり」を設
立した。江別市におけるスポーツ事業を紹介した広報誌「江別市のスポーツガイドVol．１３
市民スポーツ活動のしおり」には，スポーツ関係団体の紹介として次のように記載されている。
「江別市初の総合型地域スポーツクラブとして，上江別地域の誰もが気軽にスポーツに楽しみ
体を動かすことで健康づくりに役立てることと，スポーツを通じた地域づくりを行うことを目
的に平成１６年１月に設立されました。会員の方からの会費で運営しており，年代や会員の意見
等を反映した各種のスポーツ教室やイベント活動を行っています。現在では上江別地域以外に
お住まいの方の参加も受け入れています。」２００７年度までは市スポーツ課所轄事業におけるス
ポーツ関係事業に「総合型地域スポーツクラブ育成事業」として予算化されていたが，２００８年
度からは設立から５年経過し，自主的運営や自立に向けるため育成事業として予算化はされな
くなった。クラブの活動や事務局は江別市教育委員会スポーツ課が担当しており，事業運営支
援として人的側面での支援は継続して行われている。上江別小学校，公民館，市民体育館を主
な活動場所とし，種目ごとに指導者がつくスポーツ教室の形態で実施されている。２００５年度に
クラブ・マネージャーが退職した後後任が決まらず，不在となっている。複数のプログラムの
うち，クラブ・マネージャーが担当していた子供のスポーツ教室の指導を，大学の学生ボラン
ティアで引き継ぐ提案を受け，２００６年度から北翔大学生涯学習システム学部健康プランニング
学科の学生が関わることとなった。２００７年度からは普及のためのイベント「スポーツデー」に
も体力測定を担当し協力している。
 大学が地域スポーツ振興に関わることの意義
主に次の３つがあけられる。
①大学における地域貢献
地域住民が生涯学習を実践する上で，地域に大学を有する利点は大きい。大学も地域の一員
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として専門性を生かして協働することが求められている。さらに大学と地域が連携して地域の
活性化を図ることも期待される。近年，子どもの体力向上の必要性が高まり，健康プランニン
グ学科の教育目標の一つである「人々の健康づくりをサポートする人材育成」の視点からも，
本学が貢献できる分野と考えられる。
②学生の現場実習の機会と指導力向上
健康プランニング学科では保健体育科教員やスポーツ指導にかかわる職業を目指す学生が多い。
教育実習や現場実習に加え，実際に指導の現場を経験する機会が増える。学生の進路に応じて
より現場に近い対象者と接することは，指導力向上のために必要である。また，子どもを含む
地域住民の体力や生活習慣，運動実施への意識について，現状を把握するためにも有効である。
③地域スポーツクラブの予算削減
ボランティアを活用することは，限られた予算の中で事業を継続するために有効である。会
員の会費など経済的負担を減らすことができるだけでなく，地域の人材を活用し相互に支援し
合うという趣旨からも重要である。
国では当初，総合型地域スポーツクラブの予算にスポーツ振興くじ（toto）の収益を当てる
ことを考えていた。イギリスなどヨーロッパ各国ではくじの収益が，スポーツのみでなく，芸
術振興や地域活性化への助成制度などに広く活用されている。しかし，日本のスポーツは学校
教育が母体となって普及した経緯があり，青少年育成の観点からくじはそぐわないという意見
も根強かった。ギャンブル性をおさえたことから配当金が低く，ルールや換金方法の煩雑さや
などから人気が低迷し，十分な収益を上げることができなかった。そのため，スポーツ振興基
本計画に関する事業に対する国からの助成金が計画の途中から大幅に削減された。
江別市においては，補助金廃止後も地域スポーツクラブ事業を存続させている。支出は人件
費の比率が大きい。現在クラブ・マネージャーが不在で専任の職員はおらず，予算は，スポー
ツクラブの会計を担当するパート職員への賃金と指導者謝金，スポーツ安全保険加入費等にあ
てられている。
２００９年度は収支のバランスが取れている。しかし，今後専任職員を雇用するには会員数の増
加が必要である。
 子供の体力
近年，子供の体力低下が指摘され，その改善が求められてきた。子供の体力向上事業は文部
科学省の委託を受け日本レクリエーションが具体的に普及活動を行っている。スポーツ振興施
策の中間年である５年目の見直しでも子供の体力向上が課題として大きく取り上げられた。２００８
年から，「全国体力・運動能力・運動習慣等調査」が行われ，親の世代より身長や体重が増加
しているのに反し，体力が低下している状況が明らかになった。
さらに，北海道は小学５年生，中学２年生の男女ともに全国平均を下回る項目が多く，同時
に肥満傾向やゲームで遊ぶ時間は平均より高い傾向が明らかになった。不活発な生活習慣が伺
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われる。体力が平均を下回った要因としては，積雪寒冷地帯の地理的要因として冬季における
身体活動の機会減少，移動における車依存が強い等が考えられるが，新潟県や東北地方の秋田
県や岩手県など全国平均を上回る高い体力を示した県があり，詳しい調査や分析が必要である。
２．ちびっこスポーツ教室
江別市地域スポーツクラブでは複数のプログラムが展開されている。ここでは本学が指導に
関わっている「ちびっこスポーツ教室」について報告する。
 目的
運動能力や性別，年齢の違いにかかわらず，スポーツの楽しさに触れることで，主体的に日
常生活の中で運動を実施することを目指している。専門的技能習得や競技力向上より，発育発
達に応じて神経系に刺激を与え，偏らない体力要素や基本的運動技能が身につくようにする。
次の２つを目標にしている。
・若年期における活発な身体活動の習慣化
・スポーツを通したコミュニケーション能力の向上
 活動拠点
ちびっこスポーツ教室は上江別小学校体育館及び校庭で行っている。学校開放の時間を利用
し，スポーツ少年団のプログラムなどと併用する形で，週１回１時間半利用している。体育館
の開錠や救急箱の管理等を行う地域のボランティアの方が１名ついている。
 プログラム
クラブ・マネージャーが指導を行っていた２００４年度までは，子供のスポーツに関しては以下
の２種類のプログラムが各２箇所で実施されていた。
小学校１～３年生対象「ちびっこスポーツ教室」月曜 １５：３０～１７：００ １５回
小学校４～６年生対象「わんぱくスポーツ教室」木曜 １５：３０～１７：００ １５回
学生ボランティアで引き継いだ２００６年からは，学校開放の曜日と時間が既存の使用団体でほ
ぼ固定されているため，大学生の
時間割上可能であった小学校１～
３年生対象「ちびっこスポーツ教
室」のみ継続して実施している。
活動内容は，走る，跳ぶ，転がる
といった全身運動を中心に，投げ
る，捕る，打つ，バランスをと
る，滑るといった多様な運動を体
回 開催日 内 容
１ １１月１６日 オリエンテーション・自己紹介・レクリエーション
２ １１月３０日 ボール遊び（蹴る・投げる）
３ １２月７日 縄跳び・バランス運動
４ １２月１４日 器械体操（マット・平均台・跳び箱）
５ １月１８日 ボール遊び（打つ・とる）
６ １月２５日 ニュースポーツ～ゴルポッカ（屋外）
７ ２月１日 ニュースポーツ～ユニカール・ドッヂビー
８ ２月８日 リズム運動・ダンス
９ ２月１５日 雪合戦・ソリすべり（屋外）
１０ ２月２２日 運動会
表１ ２００９年度第２期ちびっこスポーツ教室プログラム
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表２ ちびっこスポーツ教室 参加者数
（人）
年度
参加者数 指導者数
第１期 第２期 第１期 第２期
平成１８年度 ２００６ ３０ ３０ ４ ４
平成１９年度 ２００７ １５ ２２ ２ ２
平成２０年度 ２００８ ２２ ２０ ４ ４
平成２１年度 ２００９ ６ ７ ２３ ５
験させるため，毎回異なる運動を行っている。また集団での遊びを通して仲間との関わる機会
を設けるようにしている。
 年次参加者数と指導者（リーダー）人数
年次毎の参加人数と指導者数を表２に示した。
２００９年度は急激に参加者が減少し，２００５年度の約５分の１になった。また２００８年度から３年
生の参加が減少し２００９年度は１年生が８割を占めている。
一方，学生指導者は２００８年度までは連携を模索する段階で，学科の活動として位置づけるこ
とができず，学内掲示板に貼ったボランティア募集のポスターを見た主に４年次の有志の学生
が行っていた。２００９年度の第１期は，３年次の「専門演習」と「生涯学習体験実習」の２教科
と連動させて単位化を試み，２３名と極端に増加した。しかし第２期には授業として位置づけを
考えていた３年次学生と研究科学生が，他の教科の時間割と重なって定期的な参加が不可能だっ
た。各回の指導者数も１名から１０名前後までばらつきが大きく，安定した指導者確保が難しい
状況である。
 会費
クラブ会員の会費は次のようになっている。
①年会費
第１期（４～９月） 大人６，０００円，小中学生３，０００円 年度末まで有効
第２期（１０～３月） 大人４，５００円，小中学生２，０００円
②スポーツ教室受講料
第１期・第２期ともに各１，５００円
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図１ ちびっ子スポーツ教室の様子
３．課 題
 クラブ運営の展望
モデル事業として設立されてから５年が経過した。個々の教室としては参加者が集まり，地
域住民にスポーツ実施機会を提供することができている。
課題としては，他のスポーツ振興活動との関係があげられる。統合も差別化も図られておら
ず並存している状況が続いている。２００８年度から指定管理者制度に切り替わり，江別市スポー
ツ振興財団等が市から委託され，スポーツ施設の管理運営と各種スポーツ事業を行うようになっ
た。地域スポーツ教室とは別に従来から行っているスポーツ教室はこの財団が事業を引き継い
でいる。同様に学校開放を利用して個々の種目の少年団活動が行われているが，同じ会場でも
地域スポーツクラブとの組織的な連携は行われていない。他市の地域スポーツクラブの事例で
はバスの所有と貸し出しや，会費徴収など会計の面でのメリットをあげているところもある。
会費を払ってクラブ加入する特典を明確にする必要がある。
他世代，他種目，地域住民交流の仕組みについては，現在年１回スポーツ・フェスティバル
というイベントを行っている。８月か９月の日曜日に１回，体育指導員によるレクリエーショ
ン・スポーツの体験や体力測定等をおこなっている。会員に関わらず地域住民が参加し，家族
でスポーツに親しみ，地域スポーツクラブを知る機会を提供している。
江別市ではスポーツ振興に理解を示し，国の助成金が廃止されクラブマネージャーを置けな
い状況になってからも市で援助して教室実施は現状維持できている。しかし住民主体となって
地域スポーツクラブを企画，運営する自立した組織はなく，既存のスポーツ事業との連携や統
合を含め大きな方向転換を要する将来像を描くことは難しい状況である。
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 地域住民への理念の浸透と住民主体への意識改革
住民の意識も，地域スポーツクラブの理念が浸透しているとは言いがたい。教室形式のプロ
グラムが主であるため，用意されたプログラムに参加する他のフィットネスクラブとの差別化
が図られていない。子どもの教室に対する保護者の認識も，ほかの習い事と同等と思われる。
昨今の経済状況の悪化を受け参加費も負担となっていると考えられる。学力向上や技能を身に
つけた数的評価を提示しにくい活動は，習い事や塾の数を減らす際の対象になりがちである。
また第２期では活動終了時の１７時は日没後となり，小学校低学年の児童は母親が車で送迎する
家庭が多い。これも忙しい時間帯に負担となり，送迎のできない家庭では参加させることが難
しいといえる。
 大学の教育課程への位置づけ
大学での位置づけも今後の課題である。研究科学生がプログラム作成やマネジメントを行い，４
年生がリーダーとなり，３年生は指導のトレーニング期間として研修するシステムが理想であ
ると考えている。しかし，現状ではカリキュラムに位置づけても，時間割や教育実習，競技大
会との関係で，一定の人数の指導者を恒常的に確保することが難しい。そのため，現在は１期，２
期ともに各１０回の実施となり，年間を通して毎週は活動していない。日常的にスポーツを実施
する習慣化のためには十分な頻度になっていない。
また，効果の検証と受講者のニーズの把握が必要である。ちびっ子スポーツ教室の目的であ
る「活発な身体活動の習慣化」と「身体活動を通したコミュニケーション能力の向上」に効果
や変化が見られるかを質問紙で調査するとともに，今後の活動内容や方法について参加者であ
る子どもと保護者の要望を収集し，地域住民の求めるプログラムをともに作りあげていくこと
が求められる。
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